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地域の安全・安心に役立つ情報提供 

現ＮＨＫ経営計画の最重点項目として「安全・安心」を守る取り組みを推進 
テレビ・ラジオをはじめあらゆる伝達経路を活用し防災・災害情報を伝える 



災害情報のデジタル発信 

データ放送 

インターネット 

デジタル媒体では、きめ細かい大量の情報を同時に伝えることができる 



公共情報コモンズの災害情報を活用 

○自治体がコモンズに発信した避難指示・勧告などを自動的に受信して 
 データ放送・ホームページ・携帯に表示するシステムを整備 
○これまでに９つの放送局で運用開始 



災害時の情報伝達のポイント 

①正確でリアルタイムの情報を多くのメディアで 

  共有・発信することが、市民の安心安全に直結する 

 （デマや流言を訂正し、阻止する役割） 

 

②時間経過と共に、必要とされる情報は多様化、増大する 

  命を守る避難情報→生活を維持するライフライン情報 

 

③適切な行動と判断をするためには 

  ・全体状況（全国・全県） ・地域の情報（市町村レベル） 

  ・周囲の状況（局所の情報）の階層化された情報が必要 

 

 

 

 

 

 



住民のニーズに即した情報提供の必要性 

○情報収集・データ入力・確認に手間ひまがかかる 

○正確さ・迅速さ・きめの細かさが欠けるおそれ 

○編集権を守りつつ、住民ニーズに応える情報収集の仕組みが必要 

○共通のフォーマットで情報が発信されれば、放送だけでなく、ＷＥＢやデジタルサイ
ネージ等への展開も可能になる 

 

 

中越沖地震（2007年）の際
のＮＨＫ新潟データ放送 

ほとんどの情報は電話・ファックス・記者発表等アナログ的手法  

先月の大雪の際の 
ＮＨＫ甲府データ放送 
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